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地方自治関係について県と市町が連携する組織 

 

１．三重県自治体代表者会議（平成 16 年 11 月 9 日設置） 

①目 的 地方自治に関する諸課題に一致対応し、機動的かつ速やかに行動する。 

②構 成 ◎県知事、県議会議長、市長会会長、市議会議長会会長 

○町長会会長、町議会議長会会長  ◎議長 ○議長代行 

③事務局 県政策部企画室 

④実 績 H16－三位一体改革に関する緊急決議 

H17－真の地方分権改革の実現に向けた緊急声明 

国庫補助負担金等の改革についての緊急声明 

H18－今後の地方分権改革についての緊急提言 

今後の地方分権改革の推進についての共同声明 

 

２．三重県地方分権推進連盟（平成 16 年 11 月 25 日設置） 
①目 的 当面する三位一体改革を実現し、地方分権を推進するため、臨時に結成。 
②構 成 ◎県議会議長、○市議会議長会会長、町議会議長会会長 

県知事、市長会会長、町長会会長  ◎会長 ○副会長 
③事務局 県議会事務局 

④実 績 H17－真の地方分権改革の実現に向けた緊急声明 

国庫補助負担金等の改革についての緊急声明 

H18－今後の地方分権改革についての緊急提言 

今後の地方分権改革の推進についての共同声明 

 

３．北勢地域自治体議員協議会 
（１）組織 

■設立 平成 17 年 2 月 4 日 

■構成 北勢地域から選出されている県議会議員及び市町議会議員 
■役員 代表１（県議会議員）、幹事長１（県議会議員）、幹事１０（市町議会議員） 

事務局（県議会議員） 
（２）総会 

平成 17 年 2 月 4 日 設立総会 

平成 21 年 11 月 16 日 ＊講演会「道州制の今後の展望と課題」を兼ねる 

（３）幹事会 

第 1 回 平成 17 年 8 月 25 日 講演会「北勢地域のモノづくり」 

第 2 回 平成 18 年 6 月 13 日 会運営を協議 

第 3 回 平成 21 年 6 月 9 日  会運営を協議 

（４）研修会 

第 1 回 平成 17 年 8 月 3 日  「モノづくり講演」 

第 2 回 平成 18 年 3 月 27 日 「ヨーロッパの環境対策の現状と課題」 

第 3 回 平成 20 年 7 月 3 日  「ＥＭ技術による地域づくり・環境保全活動」 
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４．県と市町の地域づくり連携・協働協議会（平成 15 年度設置） 
①目 的 県と市町が連携を強化し、協働して地域づくりの基盤を整備し、地域づくり

を推進することにより、地域主権社会の実現を目指す。 

②構 成 ◎県知事、○市長会会長、○町長会会長、○県副知事 

14 市長、15 町長、県部局長・センター所長等 ◎会長 ○副会長 

③会 議 1.全体会議 

1)総会（県二役、市町長、各部局長） 

・連携･協働、役割分担のあり方対応策の承認 

・地域主権社会の実現に向けた連携･協働に関する意見交換 

・検討会議での検討指示 

2)調整会議（県各部局主管室長、市町企画担当課長、県民ｾﾝﾀｰ室長） 

・地域づくりに関する各種協議 

・検討会議の設置決定、協議内容に係る意見調整 

3)検討会議（県関係室、市町関係課） 

・全県的な課題に関する取組 

2.地域会議 

1)トップ会議（知事、関係県民ｾﾝﾀｰ所長、関係市町長） 

・パートナーシップの構築や相互理解の促進 

・地域における連携･協働に関する意見交換 

2)調整会議（県民ｾﾝﾀｰ所長･担当室長、市町関係部課長） 

・県民ｾﾝﾀｰ単位等での地域づくりに関する各種協議 

・検討会議の設置決定、協議内容に係る意見調整 

3)検討会議（関係県民ｾﾝﾀｰ担当室等、関係市町関係課） 

・9 県民ｾﾝﾀｰにおける地域課題への取組 

④事務局 県政策部市町行財政室、市長会、町長会 

⑤実 績 H15～年 2 回総会 

これまでに、権限移譲の協議や個別テーマの共同調査研究などを多数実施。 

 

 


